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研修報告書

	所　　属　南寿の里「雲の家」　　職　種　介護福祉士　　　氏　名　　金子　真子

	期　　間　　平成25年11月15日　～　平成25年11月16日（計2日間）

	出張目的　　平成25年度　青森県認知症対応型サービス事業管理者研修（管理者研修）

	出 張 先　　リンクステーションホール青森（青森市文化会館）

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

今回の研修で、今までは入居者様視点での業務の改善やケア、スタッフの質の向上に努めていた。しかし今後は、「管理者」の立場として、管理者視点で物事を考え、制度や各種サービスの内容をよく理解すること、施設に係る全てのものを（スタッフ・設備等）をよりよく管理し、入居者様やご家族様、スタッフの質の向上、または施設全体の向上に繋げていかなければならないと思った。また、管理者として「南寿の里」の基本理念、運営方針、援助方針をスタッフ全員と再認識すると共に、よりよい方向へ進んでいけるように舵取りをしていきたいと思う。
●講義・演習　1日目　11月15日（金）

＜1＞「地域密着型サービスの基準について」

講師　青森県高齢福祉保健課　介護事業者グループ
総括主幹　高坂　修一　氏
Ⅰ地域密着型サービスの概要
１・.地域密着サービスとは
　　○「地域密着サービス」は、認知症高齢者や一人暮らしの増加などを踏まえ、高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域で生活を続けられるようにできる観点から、原則として日常生活圏内でサービスの利用及び提供が完結するサービスを新たに類型化し、市町村が事業者の指定および指導・監督を行うこととしたものである。
　　2・地域密着型サービスの仕組み
　　（1）所在市町村の住民のみが保険給付の対象
　　　○地域密着型サービスについては、市町村（保険者）が事業者指定を行い、原則として、当該市町村の住民（被保険者）のみが保険給付の対象となる。
※　事業所が所在する保険者（A市）の同意があった場合には、他の保険者（B市）も同事業所を指定でき、B市の住民も同事業所を利用できる仕組みになっている。
（2）地域単位での適切なサービス基盤整備が可能
　○入所系・住居系サービスについては、日常生活圏域ごとの利用定員総数を介護保険事業計画に定め、これを超える場合には、指定をしないことができる。
　○市町村が指定および指導を行うこととなるため、市町村が主体となり適切な運営を確保することが可能となる。
（3）地域の実績応じた報酬・基準の設定が可能
　○厚生労働大臣が報酬及び基準を定めるが、市町村（保険者）が一定の範囲内で変更することが可能となっている。
（4）公正かつ透明な仕組みとサービスの質の確保
　○事業所の指定等又は指定基準等の変更を行う場合には、地域密着型サービス運営委員会の意見等を聞くなどし、公正かつ透明な制度運営を確保できるようにしている。
　○市町村による事業者の指定及び指導観察についても、「サービスの質の確保」を重視し、適正・更新性も設けられている（6年ごと。事業所が所在する市町村だけでなく、他市町村の利用者がある場合、他市町村からも指定の更新を受ける必要がある。）
Ⅱ・地域密着型サービスの種類
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・夜間対応型訪問介護
・認知症対応型通所介護（介護予防）
・小規模多機能型住宅介護（介護予防）
・認知症対応型共同生活介護（介護予防）
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・複合型サービス
Ⅲ・基準の性格
指定地域密着型サービス事業者・指定地域密着型介護予防サービス事業者は。「指さー定地域密
着型サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」に定める基準、その他の関係通知等を遵守しなければならない。
基準は、指定地域密着型サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであり、指定地域密着型サービス事業者は、常にその事業の運営の向上に努めなければならない。
指定地域密着型サービス事業者が、①指定時に市町村長から付された条件に従わないとき、②人員基準を満たしていないとき、③設備・運営基準に従った運営をしていないときなどは、市町村長は期限を定めて是正を勧告できる。勧告に従わないときは、その旨を公表のうえ、命令することができる。
関係する基準等は、厚生労働省のホームページ等で閲覧・入手することができる。
＜2＞ 「介護従事者に対する労働管理について」

講師　サカキ経営労務センター
所長　榊　清蔵　氏

【就業時間の基本】
　（1）労働時間とは

労働基準法でいう労働時間とは、「使用者の指揮監督下にある時間」のことをいう。実作業時間に限らず、手待時間や準備・引継ぎ時間や残務整理時間も含まれる。
　（2）始業時間とは
会社で定めている仕事を始める時間、または実際に仕事を始めた時間。
　（3）休憩時間とは
労務者が権利として労働から離れることを保障されている時間の意である
（昭22.8.13発基17号）
労働者が仕事から完全に解放されて、自分の自由に利用できる時間のこと。また、継続したことによる心身の疲労を回復させる目的もある。
　（4）休憩時間の与え方
休憩は、労働時間の途中に与えなければならない。
　【労働時間の基本的な考え方】

　　労働基準法に定められている法定労働時間は、原則として1週40時間以内、1日8時間以内
　　（労基法第32条）
◎特例措置対象事業所（場所内に離れている事業所を単位とする）

　　常時9人以下の労働者を使用する以下の業種は1週44時間となっている。
     →保険衛生業（介護事業等、病院等）
【1か月単位の変形労働時間制】
　　1・変形労働時間制とは
　　　特定の週または日に法定労働時間の枠内を超過することを認める制度。業務の繁閑に応じた、労働時間の弾力的な配分を認めようとする趣旨である。ただし、「一定の期間」を平均して40時間以内としなければならない。
　　2・1ヶ月の労働時間の限度枠
　　　1ヶ月単位の変形労働時間制とは、１ヶ月以内の一定の期限を平均し、１週間当たりの労働時間が４０時間を超えないように定める方法。
　　⇒１日、７時間、10時間、12時間であってもよく、また、1週35時間、48時間、50時間であってもいいという制度。
　【シフト表の作成と管理】

　　1・原則
　　　（1）1週40時間以内

　　　（2）1日8時間以内

　　　　→シフト表発表のルール作り
　　2・変形労働時間制とは
　　　（1）1ヶ月単位変形労働時間制

　　　（2）1年単位変形労働時間

　　　　→途中変更のルール
　　3・変形性は原則にこだわらない

（1）1ヶ月平均で1週40時間以内

　　　（2）1年平均で1週40時間以内
　　　　→休日の振替、代休
　　4・原則を変更するため「しばり」がある

　　　（1）1ヶ月単位変形制
　　　　　起算日の前日までに1ヶ月分のシフトを発表する。
　　　（2）1年単位変形制

　　　　　起算日の30日前までに1年分の休日カレンダーを発表する。
　　　　→始業、就業の繰り上げ、繰り下げ
【残業時間を管理する場合の注意点】

（1）理由は別として働いた時間はすべて労働時間である。

　　（2）ルール通りやらなかった時間　⇒　口頭による注意、または注意書を本人に渡す。
　　（3）成果の見えない残業、力不足による残業時間
　　　　　⇒　作業方法や改善のアドバイスをし、それでも力がつかない場合は人事評価をし、賃金や賞与に差をつける。

　　上記内容を理由として働いた時間をカットしてはならない
【タイムカードは原始記録】

　（1）原始記録は信頼性が高い。そのため訂正もタイムカードで行う。
（2）パソコンでの集計はいくらでも調整できるので信頼性がうすい。
【残業削減が必要な理由】
　　1・過重労働による健康障害の防止
　　　・長時間労働から脳、心臓疾患やうつ病が発症する。
　　　・1ヶ月45時間を超える月は年間「６ヵ月」だけである
　　2・過重労働は業務災害となる
　　　　　　　　適正な就業時間および残業の改善取り組みが必要である
＜3＞「介護事業所における防災についての理解」
講師　青森地域広域消防事務組合　消防本部　予防課
消防司令補　関　誠　氏

　【防火管理者とは】
　　火災及び消防に関する高度な知識を必要とする、技術的な職務であり、かつ、その職務を遂行するためには、管理的又は監督的な立場になければならない。
　
【防火管理者の責務】
　　防火管理上必要な業務を行う場合、必要に応じて、管理権原者に指示を求めたうえで、その職務を誠実に遂行しなければならない（消防法施行令第4条第1項）
　　・火災の発生を未然に防止する
　　・火災が発生した場合にはその被害を最小限に止める。

【福知山市花火大会火災を踏まえた、ガソリンの貯蔵・取扱い時の留意事項】
　　<ガソリンの特徴>
　　・引火点は-40℃程度と低く、極めて引火しやすい。
　　・爆発しやすく、その蒸気は空位より約3～４倍重いので滞留しやすく可燃性の雰囲気が広範囲に形成されやすい。

　　・電気の不良誘導であるため、流動等の際に発生した静電気が蓄積しやすい。
　　<貯蔵・取扱いの留意事項>
　　・ガソリンは火気や火花がなくても人体に蓄積された静電気で火災に至った事例もあり、最新の注意を払わないと容易に火災に至る危険がある。
　　・静電気による着火を防止するためには、金属製容器で貯蔵するとともに、地面に直接置くなど静電気の貯蓄を防ぐ必要がある。また、消火器を必ず準備する。

　　
　【避難訓練（夜間想定訓練）】
　　・最も時間を要する部屋を出火場所とする。
　　・最小人員の時間帯を設定する。
　　・自動火災探知機が設置されているか確認をしておく。
　　・出火場所を確認。確認したら初期消火、119番通報、誘導とやることはたくさんあるが、慌てず確実に行う。
　
＜4＞「地域密着型サービスの取り組みについて」
講師　社会福祉法人同伸会理事長　特別養護老人ホーム　瑞光園

施設長　岩淵　惣二　氏

【制度の背景と今後の展望】
　　2015年の高齢者介護～高齢者の尊厳を考えるケアの確立に向けて～
　◎1新しいケアモデルの確立（認知症高齢者ケア）

　　　　　　　　　（要介護高齢者の約半数、施設入所者の８割に認知症の影響あり）
　　◎生活の持続性を維持するための新しい介護サービス体系（認知症高齢者にも対応した体系）
　　◎在宅で365日・24時間の安心を提供する
　　　・切れ目のない在宅サービス（小規模多機能サービス拠点の整備）
　　◎新しい「住まい」

　　　・自宅、施設以外の多様な「住まい方」の実現
　　◎高齢者の在宅生活を支える施設の新たな役割
　　　・施設設備の地域展開、ユニットケア（グループホーム）の普及、施設の機能の再整理
【地域密着型サービスの基本視点】
　　1・個別ケアの重視
　　　　→ケアの小規模化
　　2・日常生活圏域
　　　　→サービスの地域化（地域包括ケアの構築）
【地域密着型サービスの特徴】
1） 原則日常生活圏域のなかでのサービスを完結
2） 計画的にサービスを整備する市町村で利用が完結
3） 事業所の規模は小規模
4） 地域独占サービスを前提
5） サービス提供は24時間365日で安心の確保
6） 報酬水準は高くなく、まるめ方式も
7） 市町村が事業所を指定や指導監督審査を行う。また、指定の拒否や独自の基準報酬も可能
8） 住民や利用者家族、関係機関が運営に参加
　
【地域密着型サービス事業の一般原則】
　　基準第3条
　　1・指定地域密着型サービス事業者は、利用者の意志及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。

　　2・指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業を運営するに当たっては、地域との結びつきを重視し、市町村、他の地域密着型サービス事業者又は居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。
【社会保障・税一体改革成案による介護の将来像】
　　○住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、重度な要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい人生を最後まで続けることができるようになる。
　　<改革の主な具体策>

・24時間対応の訪問サービス、グループホームや小規模多機能型サービスなどのサービスが充実。
　　　・介護予防事業等により要介護状態になる高齢者が減少し、自立した高齢者の社会参加が活発になる。

　　　・介護職員の処遇を改善し、キャリアパスを確立することにより、介護に必要な労働力が安定的に確保され、介護職員が誇りを持って仕事に取り組むことができる。
　
【地域包括ケアシステムが求められる理由】

　　　2025年の高齢社会を踏まえると、
1 高齢者ニーズの増大　②単独生体の増大　③認知症を有する者の増加

　　　介護保険サービス、医療保険サービスのみならず、見守りなどの様々な生活支援や青年後見等の
　　　権利擁護、住民の保障、他所得者への支援など様々な支援が切れ目なく提供されることは必要。


　　　現状では、個々の提供システムは分断され、有機的な連携がみられない。

　　　そこで、地域において包括的、継続的につないでいく仕組み「地域包括ケアシステム」が必要
　
【小規模多機能型居宅介護の課題】
　　・登録利用者、「宿泊」「通い」の利用者定員遵守規定があり、全ての利用者の希望にこたえることは難しい→「必要」と「希望」の見極めが重要
　　・地域住民や介護、医療関係者への理解が薄い
　　・登録する際にこれまでの馴染みの関係（ケアマネージャー、デイサービス、ヘルパー等）との関係性を断ち切らなければならない（登録初期のリロケーションダメージの危険性）
　　・家族介護力低下（介護の事は何でも頼んでしまおうという流れ）と利用回数の増大の懸念
　　・業務の多忙化（ケアマネ業務、管理業務、地域・家族との協力体制構築と維持・評価事業・研修・ケアプラン作成、宿直や夜勤業務の増大など）柔軟性に対応するスタッフの労務やストレス対策に課題
　　・ほかの在宅事業所では断られた困難なケースが集まってくる傾向がある
　　・「終の棲家」にはならず最終的に在宅が困難であれば施設入所や入院を検討せざるを得ない
　

　
　【小規模多機能型居宅介護らしい実践とは】
　　・一人ひとりの生い立ちや繋がり、環境は十人十色。輝きを遮る環境も、支援体制ももちろん様々で同じ人はいない（個別性）
　　・一人ひとりが本来の輝きを発揮し、地域の中で生活し続けるためにも、私達は個々の生い立ちや環境、願いや想いを把握し、関係する様々な資源とともに必要な支援を提供していく必要がある。
　　・24時間365日即座に対応できる支援が欠かせない。
　　・「自宅や地域で住み続けたい」と願う高齢者支援の為の一つのツール（道具）
　　・人が人を呼び、人のつながりが地域を住みよいものに発展できる。

●講義・演習　2日目　11月16日（土）

＜1＞　「適切なサービス提供のあり方について」

講師　青森県認知症介護指導者　濱田　郁子　氏

【適切なサービス提供のあり方】
　○適切なサービス提供を促進するために
　・法令遵守
　・権利擁護　　　管理者は、主にスタッフを通じてそれらを実践し、適切なサービス提供に
・情報公開　　　つなげる→管理・マネジメント
　・情報共有
　
　　○具体例として
　　・効果的な会議やミーティングを通じて課題を解決し、適切なサービスへつなげる
　　・報告、連絡、相談（情報共有）のあり方を通じて、適切なサービス提供を考える
　　・運営推進会議（情報開示）の理解と活用方法
　　　※管理者は、間接的な機能が多くなる
　　○利用者の権利保障システム　
　　　①　基本理念
　　　　・運営方針、援助方針の明確化
2 実践評価

3 　業務改善、課題解決推進
　　○管理職員の役割
　　　1、サービスを規定する要素の相互影響を見極める
　　　　・利用者ニーズ、職員の質と量、施設・設備、組織体制、財政状況
　　　2、職員の援助能力の把握と向上に努める。
　　　　・教育・研修計画の企画・実践　
　　　3、新しいニーズに対応する関心
　　　　・問題提起
　　　4、ソーシャルアクション
　　○管理の定義
　　　1、組織目標達成のために
　　　2、経営資源を
　　　3、効果的、効率的に活用すること。
　　　　※経営資源とは・・・人的、物的、財務的、時間的、情報的
　　○PDCAの管理リサイクル
　　　・Plan[計画]・・目標設定、計画立案
　　　・Do[実施]・・・計画の徹底、実施
　　　・Check[確認]・・結果の確認
　　　・Action[処置]・・応急処置、再発防止
　　
○会議とは
　・特定の問題や課題を解決するために、関連する人々が集まり、いろいろな意見や情報交換し、共通の理解を得ながら実行に移していく会合を指す。

　　　　※ファシリテーターとは？
　　　　　進行役・・意見を言う人ではない、参加者の意見を引き出す人、質問に答える人ではない
　　　　　ポイント・・目的を十分に理解し、設定した時間を守る。議決は民主的に行う
　　【報告・相談・連絡（申し送り）】
　　・報告・・・上司からの指示や命令に対して、部下が経過や結果を知らせこと。

　　・連絡・・・簡単な情報を関係者に知らせること。上司や部下にかかわらず、誰もが発信者にも受信者にもなる。
　　・相談・・・判断に迷うときや意見を聞いてもらいたい時などに、上司や先輩、同僚に
参考意見を聞き、アドバイスをもらう。
　　　◎報告
　　　　①仕事が終わったら、すぐに報告する
　　　　②口頭による報告がよいか、文書による報告がよいか考える
　　　　③長期的な仕事は中間報告
　　　　④トラブル、事故等はすぐ報告
　　　◎連絡
　　　　①連絡はどのルートで誰にするのかを明確にする
　　　　②適切な連絡方法（口頭か文書か等）を判断
　　　　③相手にとって必要性が高いと思われるものはすぐ連絡
　　　　④第三者を仲介して連絡するときは、事実が正確に伝わるよう、伝達の仕方に注意を払う
　　　◎相談
　　　　①相談内容を整理し、箇条書きにしておく
　　　　②誰に相談させるか、あらかじめ決めておく

　　　　③相談する目的を明確にしておく(情報をもらうのか、意見をもらうのか、決定や判断を仰ぐのか等)
　　　　④相談したいことはメモを残し、必要に応じて定期的に相談する
　　　　⑤相談したことについては、結果を報告する
　【運営推進会議の位置と運営】
　　　・運営推進会議とは、介護保険法の「指定地域密着型サービスの運営に関する基準」において定められたもの。認知症対応型共同生活介護及び小規模多機能型居宅介護事業所に設置が義務づけられている。

　　<目的>
　　　グループホーム等の事業者が自ら設置し、利用者、市町村職員、地域住民(町内会役員・民生委員・老人クラブなど)の代表者等に対し、提供しているサービス内容を明らかにすることにより、事業所による利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図ることを目的としている」。
　【運営推進会議に期待される役割】
　　　・利用者の暮らしの質の向上
　　　・地域づくり
　　　・相談援助
　　　・認知症ケアの理解
　　　・行政・関係機関との連携

　　　・スタッフのスキルアップ
　　　・透明性のある運営
＜2＞　「介護事業所におけるリスクマネジメント」

講師　青森県認知症介護指導者　西城　港　氏

【リスクマネジメントとは】
　・リスクに関して、組織を指導し管理する、調整された活動
　・利用者の安全を最大限の眼目とした上で、サービスの質の向上と利用者満足度の向上をめざす活動
リスク（危険）をマネジメント（管理）する

　※起こりうる可能性を早く予測し、危機の可能性を少なくすること
　　1・起きてしまった損害をできるだけ小さくすること（ダメージコントロール）
　2・過去にあった危険の情報を集め、原因に対処するための予防の計画（リスクコントロール）
【事業所におけるリスク】
　◎業務リスク・・介護サービスに伴う事故
　◎経営リスク・・介護報酬の変化、経営収支の悪化
　◎災害時リスク・・火災、地震など
　◎存続リスク・・介護報酬の不正受給、介護者による虐待（人権侵害）
【ヒヤリハット活動】
　◎事故には至らないが、ヒヤリとしたり、ハッとしたという経験を持ち寄り、事故が起こる前に防止策を講じていく活動
【介護事故と介護過誤】
　◎介護事故・・介護事業者の業務中に起きたすべての事故
　◎介護過誤・・介護事業者の過失によって起きた事故→安全配慮義務違反
【安全配慮違反】
　◎焦点となるところ
　　①その事故が起こることを予測できたか
　　②予測できたとしたら、回避する方法があったか
　◎介護の専門職としては適正な知識・介護技術を用い、サービスを提供することが必要
【存続リスク】
　◎行為自体が不正行為または犯罪行為であって、社会的評価を損ない、ただちに事業の存続まで悪影響を与えるリスク
　　人権侵害（権利侵害）→虐待行為
　【感情労働としての介護】
　◎感情労働とは
　　　感情が労働の大きな要素となっているもの（看護師、保育士、SW、接客業など）
　◎適切な感情が求められ、それによって労働者としての能力が評価される
　　　例えば・・優しく親切、笑顔、共感的態度で怒らない
　　感情規制は自分の価値観となり、自分の感情が不適切と感じるときに自分自身に働きかけ、自分自身の感じ方そのものを変えていこうとする

バーンアウト、うつ、自己欺瞞
【演習】
　　実際の現場において、管理者として様々なリスクに対応するために、具体的に何をすべきか考える

　【四段階討議法】
　　①事故を予測する
　　②なぜ、おこってしまうのか（原因）
　　③今後の解決策の立案
　　④実施計画、改善方法
　【介護現場でのリスクマネジメントの基本的な視点】
　　◎クオリティ・インブルーブメント（QI）
　　　より質の高いサービスを提供することによって、多くの事故を未然に防ぐことができる。
　　　
一人ひとりを深く理解することで安心と安全が保証される→チームケア
【福祉のコンプライアンスルール】
　◎介護保険法、社会福祉法、老人福祉法、
コンプライアンス（法令遵守）、最低基準を守るためのルール

　　　　　　　　　　　　　　　憲法第25条～生存権～
　　　　　　　高齢者や障害の権利擁護　　　その人らしい生活を保障すること
　【管理者としてのリスクマネジメント】
　　◎よりよい生活のために
　　　①コミュニケーション（利用者、家族、職員）
　　　②職員の教育、チームケア　　　　　　　　　　　　　これらがとても重要である
　　　③苦情に対する対応　等

　　◎介護の質・安全性を向上させていくことの重要性を認識し（動機付け）、行動を促す
　　◎継続的な関わり（研修・訓練）の実施により適切な行動へと結びつける
　　◎潜在している問題に向き合い、分析と対策を実施する
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